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環境回復に係る研究開発の取り組み

帰還困難区域の全解除

特定復興再生拠点解除

2011.3 1F事故発生

2023年4月: 福島国際研究教育機構 (F-REI) 設立

●成果の発信：福島総合環境情報サイト

◀原子力機構や関連する研究機関等の
成果をQ&A形式で提示

環境中の放射性物質のモニタリング
データを集約して公開▶

●環境動態研究 (報告2)
福島県環境創造センターで業務開始

福島環境安全センター設立
環境モニタリング 除染活動 内部被ばく検査

放射線に関する
ご質問に答える会

事故直後の緊急時対応

大規模モニタリングの実施

特定復興再生拠点区域復興再生計画
拠点に特化した技術パッケージ: モニタリング×被ばく評価

●環境放射線計測/被ばく評価 (報告1)
第1期: ～2015
事故影響把握/
復旧計画策定

第2期: 2016～2020
影響進展把握/
除染等復旧作業

第3期: 2021～2030
対応の最適化/

経験・知識の集約・継承

セシウムの環境中での挙動に関わる因子推定
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これまでの成果・課題と最近の研究成果
【これまでの成果】

【最近の研究成果】

【課題】

環境放射線計測（スライド1,2)
・広域 (1Fから約200km) をカバーする移動
体 (航空機/車両) を用いた測定手法を社会
実装
・機械学習を用いた詳細解析手法を確立

・タイムリーな対応が求められる「特定復興再生拠点」には、放射線計測-被ばく評価-情報公開をワンストップに実施できるシステム・体制が不可欠

・自治体や除染検証委員会からの要望に対する速やかな対応
・内閣府や原子力規制庁と連携した南相馬へのリソースの結集とワンストップでの対応
(スライド4,5)

被ばく評価
・確率論的シミュレーションを用いた集団の被ば
く評価手法の開発
（安全研究センター成果)
・除染前後の空間線量シミュレータの開発

情報公開
・放射線モニタリングデータをダウンロードできる
サイトを公開/運営
・階層別に情報を提供できるQAサイトを公開/
運営 (ポスター)

・特定復興再生拠点における確実なモニタリング
の実施
・空気中放射性物質濃度の実態調査

・将来の被ばく量を正確に評価するためのシステ
ムの開発

・住民や自治体職員が確認しやすい情報公開
サイト
・QAサイトの情報整理/追加と知識継承のため
のアーカイブ化

・トリチウムモニターの開発 (ポスター)

・ UAVや地上測定によるモニタリングの確実な
実施 (スライド6,7)
・連続ダストサンプリング (スライド8)

・被ばく評価システムの開発と信頼性評価
(スライド9)
・システムの公開 (スライド10)

・データベースサイトの高度化と公開
(スライド11)

2022年度の大熊町、双葉町、葛尾村の特定復興再生拠点解除に貢献
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大規模放射線モニタリングの実施と政策への反映

有人ヘリを用いた広域モニタリング

JAEAでは、事故直後から政府の行う大規模なモニタリングの実行部隊として活動してきた。測定結果は除染範囲の決
定等、行政的な意思決定に採用され、避難指示解除の実現に向けた国、自治体における検討に大きく貢献。

車両や歩行による地上からの大規模モニタリング

2021年9月時点 2021年9月時点
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先進的な放射線モニタリング技術の被災地への適用
事故以来、無人ヘリや機械学習を用いた先進的なモニタリング技術を現場適用し、政策に重要なデータを提供している。

無人ヘリを用いた準広域モニタリング 福島でのモニタリング経験を「教師データ」とした
人工知能による放射線マップの作成

従来法によるマップ地上の測定結果人工知能による解析

Air dose rate (µSv h-1)

6.0      5.0       4.0      3.0       2.0      1.0
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帰還困難区域解除に向けた取組

Ambient dose rate
(µSv h-1)

飯舘村

避難指示区域

葛尾村

浪江町

浪江町 双葉町

大熊町

富岡町

×

FDNPS

1F周辺環境で残された政策的な課題: 帰還困難区域の解除 拠点の放射線防護対策の方針が2018年に示される

特定復興再生拠点区域における放射線防護対策について (平成30年12月12日)

（１）特定復興再生拠点区域における帰還準備段階の取組

①住民の個人線量の把握・管理
個人線量計等を用いた個々人の被ばく線量の測定、被ばく線量結果等に対する
相談体制の整備を着実に実施する。なお、個人線量の測定結果は、個人情報の
取扱いに配慮した上で、帰還後に想定される住民の個人線量の水準把握等に活
用できるようにする。

②住民の被ばく線量の低減に資する対策
特定復興再生拠点区域内における詳細な線量マップの作成や代表的な行動パ
ターンに基づく被ばく線量の推計を行い、情報提供を促進する。特定復興再生
拠点区域内の代表地点における残置された物の汚染度合いの調査や実走による
放射性物質の付着調査を行う。

③住民にとって分かりやすく正確なリスクコミュニケーション・健康不安対策
詳細な線量マップの作成や被ばく線量の推計を行いつつ、これまで避難指示を
解除した地域で蓄積された知見も活用し、特定復興再生拠点区域の避難指示解
除に向けたリスクコミュニケーション体制構築のための準備を進める。

・特定復興再生拠点→2022-2023までに解除
・拠点外帰還困難区域→2020年代までに解除を目指す
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帰還困難区域の解除までの道のりとJAEAの貢献 6

「帰還困難区域の取り扱いに関する考え方」（2016年8月、原子力災害対策本部）
復興拠点の整備方針を示す

「特定復興再生拠点区域復興再生計画」（2017年9月～、自治体）
復興拠点を設定、環境整備計画を示す

復興拠点の除染活動開始
（2017年12月～、双葉町（そのほかの自治体も順次開始））

2016

2017

2018

2019

2020

2022

双葉・大熊・富岡の帰還困難区域一部先行解除
常磐線全線開通（2020年3月)

復興拠点の避難指示解除
（2022年6月、葛尾＆大熊）2021

自治体ごとの除染検証委員会の開催
（復興拠点の避難指示解除の検討が進む）

大熊町・環境省からの依頼に基づき、緊急的に除染後の復興拠点内の歩行
サーベイを実施し、測定結果を報告（除染検証委員会資料として利用）

先行解除検討区域内の無人ヘリ、歩行サーベイ、
大気放射能濃度測定及び被ばく線量評価を実施
（原子力規制委員会資料として利用）

規制庁事業（マップ・線量評価等）と内閣府事業（ダスト・除染効
果評価等）の最新の調査結果を、内閣府や自治体へ報告（継続中）

復興拠点区域外の線量低減措置等の効果検討開始（飯舘村）

「避難指示解除に向けた特定復興再生拠点の放射線モニタリングと被ばく評価」
（日本原子力学会和文論文誌、2021）を取りまとめ

内閣府・規制庁より復興拠点の避難指示解
除に向けたモニタリング及び被ばく線量評
価の協力依頼文を受領（2018年8月）

2030頃？帰還困難区域全解除
生活行動パターンに基づく被ばく線量評価シミュレーションツールを備えたデジタル
サイネージを自治体に導入予定（浪江・双葉・富岡・葛尾（大熊は2021に導入済））

「特定復興再生拠点区域における放射線防護対策について」
（2018年12月、内閣府・復興庁・環境省・原子力規制委員会）
復興拠点の避難指示解除に向けた放射線防護対策の方針を示す

2017年度から解除を見据えた技術開発と政府への協力を開始

政策の流れJAEAの寄与



放射線測定から被ばく評価までのパッケージング技術 7

外部被ばく評価のためのモニタリング

これまで個別に開発を進めてきた技術をパッケージとして開発することで、ワンストップかつシームレスな精度評価
やデータ共有が可能。また、タイムリーな情報提供が可能。

住
民

政府/地方自治体 (有識者による除染検証員会)
内部被ばく評価のためのモニタリング

行動パターンを想定した被ばく線量評価

情報公開

データベース
線量評価システム



外部被ばく評価のためのモニタリング 8

上空 (無人ヘリ) や地上 (歩行サーベイ) による詳細なモニタリングを実施。
過去のモニタリングとの比較により除染効果を可視化。

UAV survey 16 June 2021Backpack survey 16 June 2021

UAV survey 30 July 2020Backpack survey 30 July 2020

線量率の比

除染地域の可視化
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24時間365日連続の内部被ばく評価のためのモニタリング 9

これまで、実測例の少なかった夜間も含めた連続サンプリングを特定復興再生拠点内で実施。
一定の条件 (24時間の吸入)で、呼吸による「将来50年にわたって受ける実効線量の積算値 (預託実効線量)」を評価。

過去3年の内部被ばく実効線量推定値の変遷

舗装面 舗装面 舗装面非舗装面 非舗
装面

非舗
装面



行動パターンを想定した被ばく線量評価 10

空間線量率マップ上に行動パターンを重ね滞在時間を掛ける。さらに屋内低減係数などのパラメータで換算し、1日の
被ばく線量を算出。個人被ばく線量計の実測値と比較し精度評価。
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誰でも使える被ばく評価システム 11
大熊町ホームページ、富岡町役場、浪江町役場、浪江町津島支所、葛尾村役場で使用可能。



誰でもアクセスできるデータベースの公開 12

空間線量率及び環境サンプルの測定結果などはJAEAのHPで一般公開。

土壌中のセシウム深度分布 空間線量率マップ

ダウンロード

過去のトレンドグラフ

トップページ
放射性物質モニタリングデータの情報公開サイト: https://emdb.jaea.go.jp/emdb/top



まとめ 13

• JAEAでは、1F事故後、政府の行う大規模なモニタリング事業の実行部隊としての役割だ
けでなく、関連する研究開発を進めてきた。

• その経験を活かし、特定復興再生拠点の解除では、放射線モニタリング/被ばく評価から
情報公開までのパッケージング技術を開発するとともに、実行体制を整備。

• パッケージング技術によりワンストップでタイムリーな情報共有が可能となり、特定復
興再生拠点の解除に貢献した。

• 今後、事故後の環境モニタリングの経験を活かし、政府が2020年代の解除を目標として
いる拠点外の帰還困難区域の「放射線防護政策」に関するサポートしていく。

更なる展開

• 事故後の環境放射能モニタリングの経験は、今後の原子力防災に貴重な知見。
• このような知見を基に、我が国の原子力防災ロジスティックスの確立に中心的な役割を
果たす。

• また、海外への研究者へ情報共有するなど福島への知見の海外展開を推し進める。
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